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Abstract; The accident frequency rate has been widely used as a measurement of safety 

performance in many workplaces over a long period of time. 

In order to explore the significant changes in the accident situation in succeeding intervals 

of time, testing hypotheses for the accident frequency rate were employed. In the analysis, the 

time intervals between occupational accidents were utilized as a useful indicator to give 

expression in safety performance in workplaces having a certain accident risk. 

This paper deals with the evaluation function of the testing hypothese such as the expected 

number of accidents and the expected time to reach a decision. In particular, relative efficiency 

of sequential probability ratio test was examined through the analysis of these evaluation 

functions. 

The main features of this paper are as follows: 

(1) The parameter of probability distribution function of the time intervals between labour 

accidents can be connected to the accident frequency rate. Hence, statistical evaluation of the 

time period to the occurrences of accidents with reference to the probability for a specific 

accident frequency rate can be performed. 

(2) The procedure of testing hypotheses for the accident freqency rate to evaluate the changing 

tendency in the accident situation was described. Necessary sample number of accidents 

satisfying the testing requirements as well as critical region times to conduct testing hypotheses 

were analyzed. 

(3) The procedure of sequential probability ratio test for the accident frequency rate was also 

presented. Numerical examples of statistical evaluation by sequential tests were demonstrated by 

making use of the serious accidents in building construction. 

(4) Evaluation functions characterizing the testing hypotheses were derived in terms of the 

expected sample number of accidents to reach a decision and the expected time to a decision 

both for conventional testing hypohteses and sequential probability ratio test. 

(5) The expected number of accidents and expected time to complete a decision fluctuate in 

accordance with the changes of the null hypothesis Ao. 

In order to avoid tedious calculation due to the change in the values of null hypothesis Ao, 

normalization of the expected number of accidents as well as the -expected time to complete a 

decision was achieved. Concerning to the expected number of accidents, the normalization was 

accomplished simply by dividing the expected accidents number by minimum necessary number 

of accidents Ko. Similarly, the expected consumption time to reach a decision being divided by 

the critical region time Tc yields the normalized expected reaching time. 
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In addition to the normalization, by making use of the relative accident frequency rate (ratio of 

arbitrary accident frequency rate to the accident rate of null hypotheses Ao), unified representation of 

these normalized expected functions free from the change of the null hypothesis Ao), can be 

attained. 

(6) Relative efficiency of the sequentfal test compared to the conventional testing in terms of the 

expected accidents number and the expected time were analyzed. The relative accident frequency 

rate also gives unified representation of the relative efficiency. 

It was found that the efficiency of a SPRT test was depend on both descriminant ratio and 

the relative accident frequency rate. Analytical results also showed that the efficiency of a SPRT 

test was at least more than I 0% compared to the conventional test. 

Keywords; Occupational accident, Statistical testing hypothesis, Sequential probability ratio test, 

Accident frequency rate, Normalized expected accident number to a decision, Normalized 

expected time to a decision, Relative efficiency of sequential test 

1. まえがき

事業所において労働災害の発生危険性を評価する指

標には，単位労働時間あるいは単位労働力当りの災害

発生件数で示される災害発生頻度率が広く用いられて

いる。とくに，単位労働時間数が100万時間のときの

災害発生頻度率は，我国では災害度数率と呼ばれてお

り，労働省による労働災害動向調査によって産業別，

業種別などに分類された全国平均の観測値が毎年報告

されている I)o 

筆者はこれまで，この度数率に代表される労働災害

発生頻度率が，事業所等において，作業時間の経過と

ともに変動する過程を，労働災害が発生するまでの時

間数を用いて評価する方法について考察を加えてきた。

これまでに行ったさまざまな調査・分析から得られ

た結果には，例えば，最近の建設工事における労働災

害の多くがほぼランダムに発生していること，すなわ

ち，労働災害が発生するまでの時間数の確率分布式が

指数分布やガソマ分布で表現されること，また，これ

らの分布式のパラメータが災害度数率と関連づけられ

ることなどがあげられる2-5)。

これらの知見より，労働災害発生率の変動を調べる

ことは，災害発生時間数の確率分布式の母数の変動を

調べることと同等であり，統計学的には指数分布ある

いはガンマ分布の母数（＝災害発生率）に対する統計

的仮説検定を行うことに帰着することが示される。

ところで，実際に得られた災害データを用いて災害

発生率の仮説検定などの統計的推測を行うに当たって

は，限られた標本を通して母集団特性値を調べようと

するのであるから，そこで得られる結論には，データ

の変動や誤差などに起因する統計的な判断の誤り（統

計的過誤）が必ず含まれることになる。

周知のように，統計的仮説検定時に生ずる判断の誤

り（統計的過誤）には， i)帰無仮説が真であるにも

かかわらずこれを棄却してしまう誤り（第 1種の過

誤）と， ii)対立仮説が正しいにもかかわらずこれを

棄却してしまう誤り（第2種の過誤）との 2種類があ

る。

このうち災害発生率の仮説検定で安全上とくに問題

になるのは，実際の災害発生率が帰無仮説で設定され

た値より大きいにもかかわらず帰無仮説を採択してし

まう場合なので，第2種の過誤の取扱いは大変重要に

なってくる。そしてこの第2種の過誤を少なくするた

めには，ある特定件数以上の標本（災害データ）を用

いて仮説検定を行うことが必要である。

ところが，労働災害はそう頻繁に起こるわけではな

いので，統計的過誤として設定された危険水準を充足

する数の災害データが常に得られるとは限らない。ま

た現実にはその場で得られたありあわせのデータを用

いて評価を実施したり，あるいはせざるをえないこと

が多い。

この様な問題を克服する手法として，逐次確率比検

定法（通常は逐次検定法と略称される）と呼ばれる手

法がある。逐次検定法は，通常の仮説検定と同等の危

険水準を保証した検定法であり，かつ評価に要する災

害件数が少なく，また評価時間数も短く済ませること

ができる利点を有している。

これまで，同検定方式を用いて災害発生率の変動を

評価する手順等について考察を加えるとともに，実際

に発生した災害データを用いて災害動向について分析
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を試み，同手法が安全性評価手法として有効であるこ

とを明らかにしてきた6)0 

しかしながら，逐次検定法が通常の仮説検定法に比

べてどの程度改良された検定法であるのかについては

未だ十分に解明されていない。本研究はそこで，検定

に要する平均災害評価件数や平均評価時間数などの，

仮説検定の評価関数の分析を通してこの問題を明らか

にすることを試みた。分析では，通常の仮説検定と逐

次検定法のそれぞれの評価関数を求めたほか，逐次検

定法の効率についても考察を加えた。本稿はそれらの

結果をまとめたものである。

2. 労働災害発生時間数による統計的評価

本章では，仮説検定におけるさまざまな評価関数を

検討するまえの準備として，通常の統計的仮説検定お

よび逐次検定の分析手順を簡単に述べる。まず，労働

災害発生時間数の分布について，とくに分布のパラ

メータと災害度数率との関連を述べたのち，労働災害

発生時間数を用いて災害発生率の仮説検定を行う手順

について触れることとする。

2.1 度数率をパラメータとした発生時間分布式

まず，災害発生時間数の確率分布式については，こ

れまでのいくつかの災害事例の調査から，個々の災害

の発生時間（間隔）分布は指数分布に，また複数件の

災害が発生するまでの時間分布はガンマ分布に従うこ

とが知られている3,5)。指数分布の確率密度関数を以下

に示す。

f1 (t)= 入 exp{—入 t}

E1 (T)= 1 /入， V1(T)= 1 /入 2 } (1) 

これらの分布式は，単位時間当りの災害発生頻度率

入をパラメータとする分布式であるが，このパラメー

夕値は， T時間でK件の労働災害が発生したとする

と，最尤法によって入 =K/Tをその推定値として示

すことが出来る4)。

一方，災害度数率（以下Aと略記）は100万労働時間

当りの災害発生数と定義されている。従って，上式の

指数分布，あるいはガンマ分布のパラメータ入と度数

率Aとは，次式のごとく関係づけることが出来る。

入=A/100 (2) 

ただし， A:災害度数率（単位： 1/万時間）

かくして，産業別なり，業種別なり，あるいは工事

別なりでの，ある度数率 Aoが与えられれば， Aoのも

とでの災害発生時間数の確率分布を規定することが出

来るので，その分布と災害発生時間数のデータとを用

いて，度数率 A。の変動を統計的仮説検定法によって

評価することが出来る。

2.2 災害発生率の統計的仮説検定の手順

労働災害発生時間数を用いて災害度数率の変動を統

計的に評価するための統計的仮説検定の手順はおおよ

そ以下のようにまとめられる6,7)

1) 母集団に関する基本仮定を立てる。ここでは，

災害発生時間分布は指数分布あるいはガンマ分布であ

ると仮定している。

2) 帰無仮説Hoおよび対立仮説H1を立てる。仮説

のたてかたには，まず，変動が予想されるもとの度数

率を用いて帰無仮説Hoを設定し，

Ho: A=Ao (A。：もとの度数率）

ついで，帰無仮説が棄却されたときに採択される対立

仮説を定める。対立仮説の設定の仕方には， ‘‘度数率

は大きくなっていないか?"を検定する，

H1: A=A1>A。
あるいは， ‘‘度数率は小さくなっているか?"を考え

る，

H1: A=AべA。
などの，標本統計量分布の左側，あるいは右側のみに

有意水準に対応した棄却域を設ける片側検定方式のほ

か， ‘‘度数率には変化がないか?"を検定する，

H1: A=A1=/=-A。
で示される，両側検定方式による仮説設定法がある。

3) 第 1種過誤（有意水準） aおよび第2種過誤B
を設定する。

4) 検定に用いる統計量（検定基進）を選択する。

ここでは災害発生時間を検定量として用いている。

5) 帰無仮説Hoおよび対立仮説H1のもとでの検定

基準の分布を求め， Hoのもとでの分布領域を棄却域と

採択域に分ける。

6) 所定の有意水準 aと第2種の過誤Bを満たすサ
ンプルの大きさを決定する。

例えば， Ho:A=A。に対して， H1:A=A1>A。の

検定において，統計的過誤が有意水準 aとともに第2

種過誤の確率B以下であるためには，次式の条件を満
足せねばならず，

入I A1 
万＝瓦こ

x2(¢, : /3) 

が(¢,:1-a) (3) 
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ただし，が(rp:c):が分布上側確率値が cとなる

が値

同式を満足する最小の正数をKoとおくと，このとき

の自由度はい=2Koとなり，棄却域が次式で与えら

れる。

t;;;; X 2 (2Ko: 1 - a) 50・ が(2Ko:1 - a) 2入。= Ao (4) 

Table 1には， aおよびBをともに0.01~0.20の間
で5段階に変化させ，また， 1.50~10. 0の間で8段階

の判別比 (D=A1/Ao)を設定したとぎの， (3)式を

満足する最小正数Koを求めた結果を示した。同表よ

り，例えぼD=A1/Ao=2.0の検定を行うとき， aお

よびBの危険率をともに0.05以下にしたければ，少な

くとも災害件数が23件目以上での発生時間数を用いて

検定しなければならないことや，判別比が大きいほど

Koが少なくて済むことなどがわかる。

同様に， H。： A=A。iこ対して， H1:A=AべAoを
検定するとき，統計的過誤a, /3がともに所定の値以

下であるためには，次式を滴足せねばならず，

~=生三が(¢:1-/3)
入。 A。が(¢:a) 

(5) 

同式を満足する最小正数をKoとおくと，このときの自

由度は¢o=2Koとなり，棄却域が次式で得られる。

t~ 
が(2Ko:a) 50・ が(2K。:a) 

＝ 2入。 Ao
(6) 

Table 1 Necessary number of accidents Ko satisfying the testing 

requirements. (one-tailed test. A,>Ao) 

a 

A/Ao /3 

D=l. 50 

0=2.00 

D=2.50 

0=3.00 

D=4.00 

D=5.00 

0=7.50 

D=lO. 00 

a 

A/Ao (3 

D=0.67 

D=0.50 

D=0.40 

D=0.33 

D=0.25 

D=0.20 

D=0.13 

D=0.10 

検定条件を満足する最小災害件数 Ko(片側検定， A1>Ao)

ALPHA=0.01 ALPHA=0.05 ALPHA=0.10 ALPHA=0.15 

.01.05.10.15.20 .01.05.10.15.20 . 01. 05 .10 .15. 20 .01.05.10.15.20 

133 99 83 73 66 95 67 54 46 40 77 52 41 34 29 66 43 33 27 23 

46 35 30 27 24 33 23 19 17 15 26 18 15 12 11 22 15 12 10 8 

27 21 18 16 15 19 14 11 10 9 15 11 9 7 7 13 9 7 6 5 

19 15 13 12 11 13 10 8 7 7 118655  9 6 5 4 4 

12 10 9 8 7 9 7 6 5 5 7 5 4 4 3 6 4 3 3 3 

9 8 7 6 6 7 5 4 4 4 5 4 3 3 3 4 3 3 2 2 

6 5 5 4 4 4 4 3 3 3 4 3 2 2 2 3 2 2 2 2 

5 4 4 4 3 4 3 3 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 1 

Table 2 Necessary number of accidents Ko satisfying ,the testing 

requirements. (one-tailed test. AべAo)
検定条件を満足する最小災害件数 Ko(片側検定， A1<Ao)

ALPHA=0.01 ALPHA=0.05 ALPHA=0.10 ALPHA=0.15 

. 01. 05.10.15. 20 .01.05.10.15.20 .01.05.10.15.20 . 01. 05 .10 .15. 20 

133 95 77 66 58 99 67 52 43 37 83 54 41 33 27 73 46 34 27 22 

46 33 26 22 20 35 23 18 15 13 30 19 15 12 10 27 17 12 10 8 

27 19 15 13 11 21 14 11 9 8 18 11 9 7 6 16 10 7 6 5 

19 13 11 9 8 15 10 8 6 5 13 8 6 5 4 12 7 5 4 4 

12 9 7 6 5 107544  9 6 4 3 3 8 5 4 3 3 

9 7 5 4 4 8 5 4 3 3 7 4 3 3 2 6 4 3 2 2 

6 4 4 3 3 5 4 3 2 2 5 3 2 2 2 4 3 2 2 2 

5 4 3 2 2 4 3 2 2 2 4 3 2 2 2 4 2 2 2 1 

ALPHA=0.20 

.01.05.10.15.20 

58 37 27 22 18 

20 13 10 8 7 

118654  

8 5 4 4 3 

5 4 3 3 2 

4 3 2 2 2 

3 2 2 2 1 

2 2 2 1 1 

ALPHA=0.20 

.01.05.10.15.20 

66 40 29 23 18 

24 15 11 8 7 

15 9 7 5 4 

117543  

7 5 3 3 2 

6 4 3 2 2 

4 3 2 2 1 

3 2 2 1 1 
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Fig. 1 Relation between null hypothesis Ao and critical 

region Tc 

帰無仮説値Aoと棄却域 Tc関係

(A1>Ao, a= f3 =0.10) 

Table 2には(5)式の条件を猫足する最小Koを求めた

結果を示した。

7) 対象とする集団からサンプルをとって検定基準

統計量を求め，これが棄却域に落ちる場合は有意水準

aでHoを棄却する。もしサンプル数（災害件数）が表

に示された数以上であれば，第2種過誤の確率は所定

の値B以下となる。
Fig. 1には， A1>Aoの検定の場合で， a=/3=0.10

を満足する最小災害件数 (Ko) と，それに対応した棄

却域をいくつかの判別比 (D=A1/Ao) について求め

た結果を示した。同図より例えば， Ho:Ao=5.0,H1: 

A1=lO.O, 判別比D=2.0の検定を行うには， Ko=l5

件目の災害発生時間数を調べ，これが206万時間以下

であれば帰無仮説を棄却すればよい。このときの有意

水準は0.10,第 2種の過誤は0.10以下であることが保

証される。

。。。， 
ー(.」
4
0
0
0
'
0
1
X
)
3
J
、
UO!l'!.J'IJ:
J'll:l
五
六
）

Fig. 2 

2.3 

Ho:Ao 
H1:A1<Ao 
a=f]=0.10 

t,;?; 50・が(2Ko:a)
Ao 

10 
1 10 

Accident Frequency Rate (Ao) 

Relation between null hypothesis Ao and critical 

region Tc 

帰無仮説値Aoと棄却域 Tc関係

(A1<Ao, a=(, =0.10) 

同様に， Fig.2には， AべAoの仮説検定でa=/3=
0.10のときの，最小災害件数 (Ko) と，棄却域をいく

つかの判別比について計算した結果を示した。同図よ

り例えば， Ho:Ao=5.0, H1: A1=2.50 判別比D=

1/2の検定を行うには， Ko=15件目の災害発生時間数

が403万時間以上であれば帰無仮説を棄却する。この

ときの統計的判断の誤りの確率は上述の値が保証され

る。

逐次検定方式による統計的評価手順6,9,10)

逐次検定法の基本的考え方は，検定のための標本の

大きさをあらかじめ指定せずに，得られた標本によっ

て張られる標本空間を互いに排他な 3つの領域に分割

し，得られたデータがそれぞれの空間に属したときの

判断行為を， 1)帰無仮説を採択する， 2)対立仮説

を採択する， 3)次のデータが得られるまで結論を保
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留する，と言う内容に対応させている。このように，

データが得られるたびに判定を行うので逐次検定と呼

ばれる。

災害発生時間数を利用して災害度数率の変動を逐次

検定法で調べる手順は以下に示される。ただし，仮説

検定は帰無仮説Ho:A=A。，に対して対立仮説 H1:

A=A1 (A1>Ao or A1<Ao)で行うものとする。

すでに述べたとおり，ある度数率Aのもとでの災害

発生時間分布の密度関数は指数分布で示され，

A 

J(t IA)= (A/IOO)e―醐

従って，それぞれの仮説のもとでの結合分布は，

P1.=J(t1, t2・・・・・・， t.lA1) 

A1 n 
＝（一

A1 n 
100) exp{―繭翌｝

P。.=JCt1,t2・・・・・・， t.lA。)

Ao n Ao n 
＝（雨） exp{―100翌｝

これらの式より，尤度比は，

欠＝（鷹）nexp{ ― 1~。 (Ai-A。魯｝ (7) 

このとき HoのH1に対する逐次検定は，あらかじめ

2つの正実数A,B (A>B)を定めておき，データが

得られた各段階で尤度比P1m/Pomを計算して，次の式

の基準に従って検定を行う。

i) B<P1m/Pom<A 判定を保留

ii) P,./Po.;;,,A 仮説Hoを棄却I(8) 
iii) Pim/Pom~B 仮説Hoを採択

ここで，限界値A,Bは，第 1種過誤の確率a,第2

種過誤の確率Bなる，強度 (a'(3)の検定において
近似的に次式で与えられることが知られている9)0 

A= 
l-(3 
, B= 
(3 

a l-a (9) 

よって，上式から検定の具体的判定基準は，

I!_ a =B<(齋）n·exp{ —贔(Ai-A。魯｝

<A= 
1-/3 

(10) 

a 

で示され，同式から，

i) 対立仮説H1:A=A1>Aoのときは，

100 {n・In(A1/ Ao)-lnA} 
＜ 

A1-Ao 

＜ 
100 {n・In(A1/Ao)-lnB} 
A1-Ao 

T 

……次の災害が発生するまで判定を保留する

100 {n・ln(A1/Ao)-lnA} 
~T 

A1-Ao 

……仮説H。を棄却する

100 {n・ln(A1/Ao)-lnB} 
A1-Ao 

……仮説Hoを採択する

” ただし， T=エt,
i=I 

ここで，

;:£T 

(11) 

ln(Ai/Ao) lnB 
F(A,-Ao)/100'h。~(A,-Ao)/IOOl (IZ) 
h戸

lnA 
(A1-Ao) /100 

とおくと， (11)式は，

m-hべT<,n-h,,……判定保留l
T拿 n-h1.. …・Hoを棄却

T~sn-ho……Ho を採択

(13) 

となり， (n,T)平面上でT=sn-h1, T =sn-hoの

2直線によって 3分割された領域がそれぞれの判定に

対応していることが示される。

Fig.3には昭和57~60年の 4年間に発生した建築工

事における重大災害の推移を逐次検定法によって分析

した結果を例として示した。同図では， 1週間当りの

災害発生数 (0.39/週）を帰無仮説として，その1.50

倍の値を対立仮説値として検定を行ったものである。

同図から，災害件数が 8件目で帰無仮説が採択され，

災害発生率が大きくなっていないことが示されている。

同様に，

ii)対立仮説H1:A=AべAoのときの判定基準は，
(12)式の記号を用いて次式で示される。
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sn-ho< T<sn-h1・ …•判定保留

加 n-h1・・…・Hoを棄却
T拿 n-1"……Hoを採択I 04) 

同式より，前例と同じく T=sn-h1, T =sn-hoの2

直線によって 3分割された (n, T)平面の各領域

が，それぞれの判定に対応していることがわかる。

Fig. 4には前例と同じ建築工事重大災害について，

対立仮説が帰無仮説の2/3(判別比=0.67)のときの

逐次検定の様子を示した。同図から， 13件目の災害で

帰無仮説が棄却され，災害発生率が減少していること

が示されている。

3.1 

3. 統計的仮説検定の評価関数

通常の仮説検定の評価関数

いまある検定方式 (A1>Aoor AべAo)のもとで，
帰無仮説および対立仮説の値（従って判別比），有意

水準a,第2種過誤Bなどを定めると，これらの設定
値に対応して Table1, 2などより設定基準を充足する

最小災害件数 Koが求まり，またこの Ko件目災害発生

時間の棄却域が(4),(6)式などによって求めることが

出来る。この棄却域となる時間数をここでは Tcと書

き，更に，事業所などで実際に発生したKo番目災害の

発生時間数を Xoと書くことにする。

すると，対立仮説がA>A。の場合の検定では， X。三

Tcのときに帰無仮説を棄却し， Xo>Tcでは帰無仮説

を採択することとなり，同様に，対立仮説がA<Aoの

検定では， X。~Tc のときに帰無仮説を棄却し，また

Xo<Tcのときは帰無仮説を採択することとなる。

この方式での評価のために必要な災害件数は前述の

最小必要災害件数Koであり，また判断に至る平均的な

評価時間は Ko件の災害が発生するまでの平均時間数

なので，度数率をAとして次式で得られる。

島 (T)
100 = . 
A 
K。 (15) 

ところで，上述した帰無仮説の棄却，採択などの統

計的判断は，要は検定基準時間数Xoと棄却値 Tcとの

大小関係を調べていることであるので，もし Tcまで

にKo件の災害が起こらなければ，当然Xo>Tcとなる

ので，わざわざ Tc以降 Ko件目の災害が発生する時

間Xoまで待って判断を下す必要はない。また， Ko件目

の災害が Tc以前に発生したときは，当然X。の時点で
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判断を下せばよい。従って，判断を下すまでの評価時

間数は最大限Tcを考えれば良いこととなる。

ここでは，上述の Tcまでに Ko件の災害が発生した

ときには X。の時点で判断を下し，また， Tcまでに

Ko件の災害がなければTcで判定する打切方式8)による

検定の平均的な評価件数と評価時間について考察を加

えることとする。

判定に至るまでの平均的な災害評価件数は，棄却時

間Tc以前にKo件の労働災害が発生した時点Xoで評価

を終了するとぎと， Ko件の災害がTcまでに発生せず

にTcで評価を終了するときの 2つの場合の平均的な

災害数を合計することによって得られ，次式で示され

る。

Ko 
恥 (n)=区x・P,(X=xI A) 
x=O 

Ko-I 
＝区 x•·Pr(X=x I A)+Ko・Pr(X=Ko I A) 
x=O 

A Ko-2 
＝高れ［互。P(x:ATJ] 

［ 
Ko-I 

+K。1一戸。P(x:AT,)] (16) 

--'-'-で，
P,(X=xlA) =P(x: AT,) 

(ATc/100)x = e-(AT,/100) (17) 
x! 

x= 0, 1, ・・・・・・, K。― l

ただし， A=OおよびA=ooに対する平均災害評価件

数は， Eo(n)=O, Eoo(n) =Koである。

また，平均評価時間数は 1件当りの平均発生時間数

が100/Aであるのでこれを平均災害件数に掛けて，

島 (T)=恥(n)・100/A

Ko-2 
=Tc[互。P(x:ATc)] 

100 Ko-I 
+Aん[1 -互。P(x:ATJ] (18) 

を得る。同式でのA=OおよびA=ooに対する平均評

価時間数はそれぞれ， Eo(T)=Tc, Eoo(T) =0である。

計算例として， A>Aoの検定について平均評価件数

および時間数を求めてみる。最初に帰無仮説HoをA。

=5.0や10.0などの適当な値に定め，ついで判別比D

=Ai/Ao=2.0すなわち，対立仮説H1の値がAoの値の

2倍を想定した検定を考え，同検定での統計的判断の

過誤aおよびBをともに0.05に押さえるものとする。

すると， Ko=23であることがTable1から得られ，ま

たKo,Aoに対応した棄却域値 Tcは(4)式より例えば

Ao=5.0のときはTc=314.4万時間として求められる。

このAo,Ko, Tcを用いて(16)~(18)式より様々な度数

率Aに対して平均的な評価件数や平均評価時間数を求

めることがでぎる。

Fig.5は上に述べた検定での平均評価件数を求めた

結果を示したものである。同図より，もし度数率が

A=5.0であればHo:Ao=5.0の検定では，平均16件目

の災害で仮説が棄却または採択されることがわかる。

また，もし度数率がA~2Ao すなわち帰無仮説値の 2

倍以上であれば，帰無仮説の値A。iこかかわらず平均

評価災害件数はKoに収束することが示されている。

また，上記の検定法の平均評価時間数を求めた結果

をFig.6に示した。同図には， Ao,Koより求められる

棄却域Tcもあわせて破線で示した。同図より，度数率

Aが A~Ao, すなわち帰無仮説での値よりも小さけれ

ば，平均評価時間数はTcに収束していることがわかる。

同じく，度数率がA~2Ao つまり帰無仮説値の 2 倍以

上のときの平均評価時間数は， Ko件目の発生時間の平

均時間数である EA(T)=lOO・Ko/Aの包絡線に収束

Ho:Ao, Hi:A,>Ao 
D=A,/Ao=2.0 
a=P=0.05 

1 も 10
Accident Frequency Rate 

100 

Fig. 5 Expected number of accidents to a decision 

by truncation test 

平均評価災害件数 (A1>Ao)
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していることが示されている。いずれの場合でも，平

均評価時間数は少なくとも Tc以下である。

3.2 逐次検定の評価関数

逐次検定法における平均災害評価件数や平均評価時

間数などの評価関数は以下の手順で求められる。まず

次式を満足する h(A)とAとの関係を定め，

~=[入 1exp{ ―入 1t} J( 入）•入exp{―入t}dt=1 
。入 oexp{ —入 ot}

ただし，

A
 

入=A/100より

(A1-Ao)・h(A) 

（克）h(A) -I (19) 

つぎに，上で得られた (Aとh(A))の対形式を関数

として，作用特性関数（パラメータAが真のとき，帰

無仮説Hoを採択する確率L(A))が次式で得られる。

また，帰無仮説および対立仮説の下での対数尤度比情

報量（カルバック情報量）が次式で得られ，

EA(z) =~。。[In~~::に｛二~ ~: ~]入 exp{—入 t}dt

=In(- -
入1 入1ー入。
入。）入

=In(~_Ai-Ao A。)A (21) 

上で得られたL(A)EA (Z)を用いて，

EA(n) 
L(A)・lnB+ [ 1-L(A) J・lnA 

叫鷹）ー(A1-Ao)/A (22) 

100 

によって，逐次検定法での平均評価災害件数を求める

こてが出来る。またこの値を用いて更に平均評価時間

数が次式で得られる。

100 
恥 (T)=-・EA (n) 

A 
(23) 

ただし， A=(A1-Ao)/ln(A1/Ao) =uのときは(22)式

の分母は 0となり，このときの平均評価件数は，

-lnA・lnB
EA=u (n)= 

[ln(A1/ A。)]2 
(24) 

また，そのときの平均評価時間数は次式となる。

EA=μ(T) 
-100・lnA・lnB
(Ai/Ao)・In(Ai/Ao)

(25) 

L(A) 

(1-(3)"(A) -l 
a 

(1-(3 rA)  -(一且_h(A) a l-a) 
(20) 

上で述べた逐次仮説検定法の評価関数をより具体的

に示す例として，ここでは， H1・:A1>Aoの場合につい

て， Ho:Ao=5.0, H1 : A戸 10.0(D=2.0)の設定仮

説のもとで，統計的過誤がa=(3 =O. 05の水準による

逐次検定を想定し，以下の計算を行った。

まず， h(A)とAとの関係は(19)式から求まり，そ

の結果をFig.7に示した。 h(A)はAに関して単調に

減少していることがわかる。

ついで，同図に示される (h(A), A)の対形式の

結果を用いて(20)式より，当該逐次検定法の作用特性

関数 (OC曲線）を求めると Fig.8となる。同図より，

度数率がA=5.0のときのL(A)は，帰無仮説値Aoの

もとでHoを採択する確率 1-a =0.95に等しく，また

A=lO.Oのときは対立仮説値のもとで帰無仮説が採択
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される確率/3=O. 05に等しいことが容易に見てとれる。
更に，このL(A)を利用して(22)式より平均評価

災害件数が求められ，その結果を Fig.9に示した。同

図には，前節で調べた(16)式による打切り方式による

平均評価災害件数を比較のために付け加えておいた。

同図より，度数率がいかなる値であっても，逐次検定

法による平均評価災害件数は，前節の打切り方式によ

る検定の評価件数よりも少ないことが示されている。

例えば， A=5.0のときの平均件数は打切り方式では1

6件であるが，逐次検定法では約8.6件程である。ま

た，打切り方式ではA;;;;;訊 oの領域ではKoの収束して

いるのに対して (Fig.5), 逐次検定方式ではAが

h(A)=Oとなる (A1-Ao) /1 n(A1/ Ao)近傍で極値を

もったのち急激に減少していることが示されている。

この性質は，度数率が A1>Aoであることを予想して

対立仮説を設定する検定では，評価件数を少なくする

上で効果的な特性であると思われる。

またこの図からさらに，逐次検定が終了するまでの

平均的な評価時間を求めることが出来，その結果を

Fig. 10に示した。

同図には，打切り方式による平均評価時間とともに，

Ko件目の棄却域（図中の破線）もあわせて記した。同

図より，平均評価件数と同様に，すべてのAに対して

逐次検定法による平均評価時間数は打切り方式による

それよりも少ないことが示されている。例えば，度数

率が対立仮説値A=lO.Oに等しいとき，打切り方式で

は228.7万時間であるのに対し，逐次検定方式での平

均評価時間数は137.2万時間と，丁度40%ほど改善さ

れていることがわかる。また，打切り方式では，
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A~Ao の領域にあっては Ko 件目の棄却域値Tdこ平均

評価時間数は収束しているが，逐次検定方式では

A~Aoであっても評価時間が減少していることが特徴

としてあげられる。

3.3 基準化変数による評価関数の記述

100 

前節までの考察から，帰無仮説 Ao,対立仮説 A1

（従って判別比D=A1/Ao),並びに第 1種過誤 a及

び第2種過誤f3などの検定に関する条件を定めると，
これらの条件を満たす最小災害件数Koや，棄却時間

Tcが(3)~(6)式で求められること，また，これらの値

を用いて(16)~(18)式から任意の度数率Aに対する平

均的な評価件数EA(n)や評価時間数EA(T)が得ら

れることがわかった。

ところでTable1, 2に示される通り， K。しまaとBお
よびD(=A1/Ao)の関数として与えられており，婦

無仮説および対立仮説の設定値については判別比

(D=A1/Ao)が問題となっている。

ところが， (4)または(6)式に示される様に，棄却域

T孔ま帰無仮説A。の関数で与えられているので，同一

の判別比D(A1/Ao)で同じ最小必要評価件数 Ko件の

検定であっても，帰無仮説Aoが変わるたびにTcも異

なってくる。つまり，同一判別比に対する検定であっ

ても，帰無仮説Aoごとに平均評価件数 EA(n)およ

び平均評価時間数EA(T)が異なっており，このこと

は， Fig.9, Fig. 10において種々のA。に対して平均評

価件数や平均評価時間数が示されているとおりである。

同様なことが，逐次検定法においてらいえる。すな

わち，仮りに判別比D(A1/Ao)が一定であっても，

(19)以降(23)式までで計算される平均評価件数 EA

(n)や平均評価時間数 EA(T)は，帰無仮説 Aoが

変わるたびに異なっていることが示される。

このように，同じ Koであっても帰無仮説Aoごとに

それぞれ異なった平均評価件数や平均評価時間数を求

めなければならない計算の煩雑さを解消するために，

本節では，任意の度数率Aと帰無仮説 Aoとの比R=

A/Aoを相対度数率と定義し，この相対度数率によっ

て平均評価件数，あるいは平均評価時間数を一元的に

評価することを試みた。

まず， (16)式で与えられる平均評価災害件数を，検

定条件がD> 1 (A1>Ao)の場合について， (4)式等を

用いて具体物な形で表現すると，

恥(n)=(
A が(2Ko:l-a) 
瓦） 2 

A が(2Ko:l-a) x 冒は. 2 ) 
x=O x! 

exp{―A._. 
Ao 

exp{-~· 
A。

exp{―立．
Ao 

X 

x
 

exp{ —克・が(2K~:l-a) } ] 

+K。[1信。:(査・が(2K;I-a))エ
X 

が(2Ko:l-a) 
2 } ] (16') 

となり，恥(n)がa, /3 , D (A1/ Ao) , KoおよびR
(A/Ao)の関数であることがわかる。ここで， K。は

D(A1/Ao)によって異なるので，上式をKoで除して

基準化すれば平均評価件数は次式となる。

EA/Ao(n) 1 A 
Ko =は）（ェ•

が(2Ko:1-a) 
2 )  X 

A が(2Ko:l-a) ェ

［宮に. 2 ) 
ェ=O x! 

X 

が(2K~:l-a) } ] 

A が(2Ko:l-a) ェ
Ko-I (冗 2)+[ 1 -戸。 x!'x

が(2K~1- a) } ] 
(26) 
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かくして，前式で示される通り，検定条件 (a,

/3 , D (A1/ Ao) , Ko)をパラメータとして，相対災害

度数率R(A/Ao)を関数とする碁準化された平均評

価災害件数が得られる。

Fig. 11にはa=/3 =O. 05のときの， D=1.50~ 10.0 

間の 6種類の判別比の検定に対する基準化（相対）平

均評価件数を求めた結果を示した。同図から，判別比

Dが大きいほど，言い換えればKoが少ないほど，仮説

検定が終了するまでの平均評価件数は相対的に少なく

なることが知られる。

また Fig.5において， a=/3=0.05,D=2.0, H。:
Ao=5.0の検定では， A=5.0のとぎ，平均評価件数が

約16件目の災害で仮説検定が完了することが示されて

いた。このことは， Fig.IIでは， D=2.0の検定曲線で

R(A/Ao) =1.0のときの相対平均評価件数が0.68で

与えられており，一方最小必要件数はD=2.0の時は

Ko=23であるので， 23X0. 68=15. 64が平均評価件数

として計算されることから確かめられる。また， Fig.

5には， D=2.0の検定における様々な A。tこ対する平
均評価件数の計算結果が示されているが，これらの曲

線すべてがFig.IIにおけるD=2.0の曲線で統一的に

表現されることがわかる。

次に，同様な基準化を平均評価時間数について考え

てみよう。前節で述べたように，検定方式がいずれの

方式であっても，仮説検定に要する評価時間数は棄却

域Tcが最大限の値であるので，相対的な平均評価時間

数を求めるための基準値にはTcを考えればよい。そこ

で(18)式で与えられる平均評価時間数を Tcで除して

基準化し，かつ， (4)式等を用いた形で基準化平均評

価時間数を求めると， D>lの場合は次式で与えられ

る。

A が(2Ko:1-a) x 
EA/Ao(T) Ko-Z (冗 2)
Tcr =[戸。 x!

叫脅・が(2K~:1 -a) } ] 

+ (~. xo点。:l-a) . 
Ao 2 )  
[ j-Kff( 企・が(2K~!-a)r

x=O xi 

上式の基準化された平均評価時間数は(26)式と同様

に， Ca , (3 , D (A1/ Ao) , Ko)をパラメータとし，相

対度数率RCA/Ao)を関数として表現されているこ

とがわかる。

Fig. 12には Fig.11と同じく， a=(3 =O. 05のとぎ

のD>lの6種類の判別比の検定の相対的な平均評価

時間数を計算した結果を示した。
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同図からは， Fig.11とは逆に，判別比Dが小さいほ

ど，すなわち Koの件数が多く棄却域Tcが長いほど，

相対的に平均評価時間数が短くなっていることが示さ

れている。

またFig.6では， D= 2. 0, a = (3 = 0. 05に対する検

定の平均評価時間数を様々な帰無仮説値 A。しこついて

求めたが，これらの曲線群はFig.12でのD=2.0の曲

線で一元的に表現されることが諒解される。

同様にD<lの仮説検定，すなわち， H。： A=A。iこ

対して， H1:A=A1<A。の検定を行う場合の相対的

な平均評価災害件数や平均評価時間数を求めてみよう。

D<lの場合での基準化された平均的な評価件数や

評価時間数は， (26),(27)式におけるが(2Ko:l-a) 

/2をが(2Ko:a)/ 2に置き換えることによって得ら

れる。

Fig. 13はこのようにして得られたD<lの検定での

基準化平均評価件数を a=(3 =O. 05の場合について示

したものである。同図からは， Fig.11とは逆に，判別

比が大きく Koが多いほど，相対的に平均評価件数が少

なくなることが示されている。

同様に Fig.14にはD<lの検定の基準化平均評価

時間数について，いくつかの判別比について a=/3=

0.05の検定結果を示した。
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Fig. 13 Relative expected accidents number to reach a 

decision by truncation test 
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同図より，判別比が小さく棄却域Tcが短い検定になる

に従って，相対的に平均評価時間数も短くなることが

示されている。

これらの図から，判別比Dが大きいほど，平均評価

件数は相対的に小さな値となり，逆に平均評価時間数

は判別比が小さいほど，相対的に短い評価時間数とな

ることが諒解される。

以上，通常の打切方式による検定の平均評価件数や

平均評価時間数を基準化したのち，相対度数率によっ

て一元的に評価する方式を考察したが，同様なことを

逐次検定法について検討すると以下のようである。

まず，対数尤度比関数の積率母関数を 1に基準化す

る関数h(A)について考える。 (19)式において両辺

をAoで除し， h(A)をh(A/Ao)に書き換えると

A-AO 

(A1/Ao-I)・h(A/Ao) 

鳩）h(A/Ao) -I (28) 

となり，相対度数率A/Aoを関数とする基準化のため

の関数が得られる。またこの h(A/Ao)を用いて，相

対度数率を関数とする作用特性関数が次式で得られる。

Fig. 14 

L(A/A。)
Ah(A/Ao)_I 
AhCA/Ao)_8h(A/Ao) (29) 
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さらに，上式より得られる (L(A/ Ao), A/  Ao) 

の関係から，検定に要する平均的な評価件数，並びに

Koで基準化した平均評価件数がA/Aoを関数として，

それぞれ以下の式で求められる。

Es(nlA/A。)＝

L(¾)1ne+[ 1-L(かJinA
叫齋）ー（齋ー1)•(1)

(30) 

Es(F-1 A/Ao) 
K。

ぼ）．
L(fa)1ne+[ 1-L(克） Jin A 

叫鸞）ー（鸞ー1). (舟）

同様にTcで基準化した平均評価時間数は，次の式で

求められる。

Es(T I A/Ao) 
Tc 

1 
X 2(2Ko:l -a) 

X 

2 

L(かlnB+[1-L(¾) JinA 

（え）叫鷹）ー（鸞ー1)

(31) 

(0¥f/'ef) 
q
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. a = f, = 0. 05, D〉1

Relative Accident Rate (A/Ao) 

Relation between h(A/ Ao) and relative accident 

frequency rate (A/Ao) (A1>Ao) 

h (A/Ao)相対度数率 (A/Ao)

(A1>Ao) 

との関係

1. 00 
a=/3=0.05, D〉1

(32) 

これまで述べてきたことを具体的に示す事例とし

て，ここでは， D>lの場合の検定で， a=(3 =0.05 

のときの計算結果を以下に示す。

まず， Fig.15は，相対度数率RCA/Ao) と母関数

基準化変数 h(A/Ao) との関係をいくつかの判別比に

ついて求めた結果である。同図より，判別比が小さい

ほど急勾配の曲線であることや，いずれの判別比の検

定であっても， R=l.0のときは h(R=l.0)=1となっ

ている他，相対度数率が判別比の値と等しいときはh

が一 1であること，すなわち， h(R=D)=-1である

ことが示されている。

次にFig.16は， (29)式で与えられる相対度数率と作

用持性関数との関係を示したものである。同図からは

R(A/Ao)=l.O, すなわち度数率が帰無仮説 Aoと等し

いときのL(A/Ao)の値は 1-aに等しく，またい
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Operating characteristics function of sequential 

test expressed by normalized accident frequency 

rate (A 1 > Ao) 

相対度数率表示による逐次検定法の作用特性関数

(A1>Ao) 

ずれの判別比にあってもR=Dのとぎ，つまり Aが対

立仮説 A1に等しいときの L(A/Ao)は第 2種過誤f3
であることがわかる。
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またFig.17ほ，これらの計算結果を用いて(31)式に

よって基準化平均評価災害件数を求めたものである。

同図から，判別比の大きさの順に評価時間のビーク

が並んでいることや，最大ピーク値はほぼ0.8(D= 

2.0, R=  1. 52)であることが分かる。つまり， a=

/3 =O. 05のもとでの逐次検定法では，最大限0.8Ko件
の災害を考えておけばよいこととなる。また検定が完

了するまでの相対的な評価件数は，判別比Dと相対度

数率とによって異なるが， Rが大きい領域では，判別

比が小さいほど (Koが多いほど），相対的な評価件数

が少なくなっているほか， Fig.11に示されるように，

R=A/Aoが大きくなるに従って 1に収束すること

は見受けられない。

更にFig.18には， (32)式によって求めた基準化平均

評価時間数を示したものである。同図から，検定が完

了するまでの相対的な時間数は相対評価件数とほぼ似

た傾向にあることが窺える。すなわち，判別比の順に

応じたピーク値がみられ，またRが大きい領域では判

別比が小さいほど相対時間数も少ないことが特徴とし

てあげられる。さらにピーク値の最大値は約0.8(D 

=2.0, R=l.40)で，棄却時間の 8割程を評価最大時

間数と考えておけばよいことが分かる。
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1-00 2.00 

a = /3 = 0. 05, D> 1 
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Relative Accident Rate (A/Ao) 

Relative expected time to reach a decision by 

sequential probability ratio test (A1>Ao) 

逐次検定法による相対平均評価時間数 (A1>Ao)

D= 1. 5 

1-00 2-DD 3.00 4-DO 

Fig. 17 

s. DD 

Relative Accident Rate (A/Ao) 

Relative expected accidents number to reach a 

decision by sequential probability ratio test 

(A1>Ao) 

遂次検定法による相対平均評価災害件数

(A1>Ao) 

同様な分析をD< 1 , a = /3 = 0. 05の場合の逐次検
定について行った結果をFig.19以下Fig.22までに示

した。

まずFig.19には，相対度数率 (R=A/Ap)と基準

化変数h(A/Ao) との関係を示した。 Fig.15と同様

に度数率Aが帰無仮説 Aoに等しい (A/Ao=l) とき，

h(A/Ao)=lであることや，また， Aが対立仮説A1の

値 (A/Ao=D)のときh(A/Ao=D)=-1であること

が分かる。

同じく Fig.20には相対度数率と作用特性関数との

関係を示した。同図から，いずれの判別比の検定で

あっても， L(A/Ao=l) =1-aおよびL(A/Ao=D)

= /3であることが確かめられる。
また Fig.21には基準化した平均評価災害件数をい

くつかの判別比の検定について求めた結果を示した。

同図から，ほぼ判別比の大きさの順でピークが現れ，

またRが大きい範囲では判別比が大きいほど，相対的

に少ない評価件数で検定が完了することがみてとれる。

また Fig.13のようにRが大きくなるに従って 1に収

束することはみられない。

更にFig.22には基準化した平均評価時間数を求めた

結果を示した。 Fig.21と同様に判別比の大ぎさの順に
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ビークがみられるほか， R>2の領域では判別比の影

響は余り見られないようである。

以上，検定条件が変わる度に異なる評価災害件数や

評価時間数を，最小必要災害件数Koや棄却時間Tcで

基準化したのち，度数率Aを帰無仮説Aoで基準化し
た相対度数率R(=A/Ao)で統一的に記述することが

出来ることを示した。
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3.4 逐次検定法の効率の評価
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o. 40 0-80 1. 20 

との関係

D<1 

1. 60 

Relative Accident Rate (A/ Ao) 

2. 00 

Operating characteristics function of sequential 

test expressed by normalized accident frequency 

rate (A1<Ao) 

相対度数率表示による逐次検定法の作用特性関数

(A1<Ao) 

本節ではこれまでに得られた知見を基に，本論文の

目標のひとつである，逐次検定法が通常の仮説検定法

に比べてどの程度改良された検定法であるかについて

の，検定効率の評価に関する考察を行うこととする。

通常の仮説検定および逐次検定における評価関数で

ある平均評価災害件数や平均評価時間数は既に前節ま

でで得られている。従って逐次検定法の通常の仮説検

定法に対する検定評価の効率を調べるには，これらの

評価関数の比を求めればよい。

ところで，前節で考察したように，評価関数は帰無

仮説の値によって異なってくることから，検定効率を

調べるにも，相対度数率を用いた評価関数で分析した
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方が便利と思われる。そこで，災害評価件数に関する

効率には (31)式を (26)式で除し，一方災害評価時

間数に関する効率には(32)式を(27)式で除して求める

こととした。計算の結果，災害評価件数による効率と

評価時間数による効率はともに等しく次式で表現され

ることが分かった。

(33) 

計算例として， Fig.23には， a=/3 =O. 05の条件の
下でD>lの検定を行ったときの，逐次検定法の相対

効率を求めた結果を示した。同図から， i)逐次検定

法の相対効率は判別比と相対度数率に依存しており，

判別比の小さな検定の相対効率が常に小さいとは限ら

ないこと， ii)いずれの判別比の検定であっても相対

効率にビークがみられ，かつそれらが判別比の大きさ

の順に並んでいること， ii i)相対効率の最大値は約

0.86 (D=2.0, R=l.45)であり，通常の仮説検定に

比べて少なくとも 9割以下の災害件数，評価時間数で

検定が完了すること，などが特徴としてあげられる。

また具体的な数値例として Fig.10において， A

=10. 0のときの評価時間数が通常の仮説検定では

228. 7万時間であり，一方逐次検定法による評価時間
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数は137.2時間と40%程評価時間数が改善されていた

が，このことは Fig.23におけるD=2.0の曲線で， R

=A/  Ao=l0.0/5.0=2.0のときRe=O.60であるこ

とから確かめられる。

同様にFig.24には， Dく 1の検定における逐次検定

法の効率を計算した結果を示したものである。おおよ
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その特徴はFig.23と同じであることが同図からみて

とれる。

以上，逐次検定法によって，評価に要する災害件数

や評価時間数が改善される度合（効率）が， (a'/3'

D (A1/Ao))をパラメータとし，かつ相対度数率A/

Aoで統一的に表現しうることが明らかになった。

4. まとめ

以上，本論文では，事業所における労働安全性の水

準を評価する方法として，労働災害が発生するまでの

時間数を用いて，災害発生率が変動する過程を分析す

る手法について考察し，その具体的手法としての統計

的仮説検定の評価関数について検討を加えた。分析で

は通常の仮説検定での災害評価件数や評価時間数など

の評価関数のほか，少数の災害データで評価を行うこ

とが可能な逐次検定法の評価関数やその効率について

考察を加えた。本論文で検討した主な点を記すと，

①労働災害が発生する時間数の分布を，事業所での安

全性評価指標として広く用いられている災害度数率と

関連づけて記述することにより，ある度数率のもとで

の災害発生時間数を確率的に評価出来ることを示した。

②労働災害発生時間数を用いて安全性評価を行うため

の仮説検定法の評価手順を示し，あわせて，統計的過

誤を所定水準内で充足させるための必要評価件数や検

定のための棄却時間数を求めた。

③通常の仮説検定と同等の統計的過誤を保証し，かつ

評価に要する災害件数が少なく，評価時間数も短く済

ませることが出来る逐次検定法を取り上げ，同手法を

用いて災害発生率の変動を評価する手順を示すととも

に，建築工事重大災害を事例として分析を行い，その

災害動向を明らかにした。

④統計的仮説検定が終了するまでに要する評価災害件

数の期待値（平均評価災害件数）や，評価時間数の期

待値（平均評価時間数）などの仮説検定の評価関数

を通常の仮説検定法および逐次検定法についてそれ

ぞれ求めた。

⑤平均評価災害件数や平均評価時間数は，帰無仮説値

が変わるたびに異なった値をとる。そこで，検定での

統計的過誤を充足する最小評価件数Koや棄却時間数

Tc~ こよってこれらの評価関数を基準化し，かつ任意の

度数率Aと帰無仮説Aoとの比 (R=A/Ao)で示され

る相対度数率の関数として記述すれば，これらの式が

帰無仮説値の変動に依存しない評価関数として，一元

的に記述出来ることを明らかにした。

⑥逐次検定法における平均評価災害件数や平均評価時

間数と，通常の仮説検定におけるそれとの比を相対効

率と定義し，同効率を⑤と同じく，相対度数率によっ

て一元的に表現できることを示した。分析の結果，検

定効率は判別比や相対度数率によって異なることや，

通常の仮説検定に比べて逐次検定は，評価件数や評価

時間数が少なくとも10%以上改善された検定法である

ことを明らかにした。

（平成元年3月31日 受理）
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